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「選択的夫婦別姓」と「同性婚」について考える  

 

両性の平等に関する委員会  委員長  戸 村 祥 子  

 

令和７年２月１４日、東京都立大学教授の木村草太氏をお迎えして、「選

択的夫婦別姓と同性婚について考える」というテーマのもとに市民講座が

開催されました。この日はバレンタインデー。大切な人に思いを伝える日

であり、６年前の同日は、札幌、東京、名古屋、大阪の各地方裁判所で「結

婚の自由をすべての人に訴訟」（同性婚訴訟）が提起された日でもあります。

今回のテーマについては、事前の広報段階からかなり多くの方に興味関心

を示していただいていました。そして当日は、約１００名もの参加があり、

和歌山城ホールの会場がいっぱいになっていました。  

市民講座は、まず松原敏美近弁連理事長の挨拶から始まりました。選択

的夫婦別姓の問題にしろ、同性婚の問題にしろ、いずれもこれまでの自分

と今の自分、そしてこれからの人生を大切にして生きていきたいという素

直な思いに根差したものであり、基本的人権によって守られるべきである

にもかかわらず、何故それを無視して良いと思うのか理解できない、また

夫婦別姓の問題は、女性だけの問題ではなく、女性に思うように、納得い

くように人生を歩んでほしいと願う男性の問題でもある、という言葉が印

象的でした。  

さて、そしていよいよ木村先生の講義に入っていきます。講義はまず、

明治憲法下の女性の権利の歴史から始まりました。個人的に驚いたのは、

明治憲法下でも当初は夫婦別氏制度だったという点です。ただ、夫の「家」

の正式なメンバーではないことを明示するために、あえて妻は旧姓を使用

させられていたのだという説明を聞き、あらためて当時の女性の扱いのひ

どさに怒りを覚えました。そして戦後、家制度は解体され、新たな憲法が

制定されます。今回、私は初めてＧＨＱ案（原文）を見たのですが、いか

に女性の権利の引き上げを意識し、かつそれを文言上に表現しようとして

いたのかと感心しました。現在の憲法２４条１項は「婚姻は、両性の合意

のみに基づいて成立し、夫婦が同等の権利を有することを基本として、相

互の協力により、維持されなければならない。」と規定しています。一方、

ＧＨＱ案では、「婚姻は両性の明白な法的
．．．．．

及び社会的平等
．．．．．．．

に基づき、親の強
．．．

制ではなく
．．．．．

相互の同意に基づき、男性支配ではなく
．．．．．．．．

、協力によって維持さ

れるものとする。」と規定されていました。木村先生によると、婚姻の主体
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が「両当事者」ではなく「両性」と規定されたのも、弱い女「性」の権利

を引き上げることを意識してのことだというお話でした。  

 一方で、こうした経緯で出来上がったがゆえに、ここでいう「婚姻」は、

異性間の婚姻のみを指すという解釈が出てくることになります。そして、

婚姻に必要な両性の「合意」とは一体何なのか、という問題が出てくるの

です。私自身、これまでに同性婚訴訟で違憲判決が相次いでいることは認

識していましたが、その結論に至る理論について詳細に検討したことはあ

りませんでした。しかし今回、木村先生から「本質的（に）婚姻（に合意

していれば成立を認める）説」と「現行法（に即した）婚姻（についての

合意のみ認める）説」について説明を受け、自分の中で非常にすっきりと

整理することができました。すなわち、本質的婚姻説に立つ場合は憲法２

４条の「婚姻」の解釈が非常に重要で、「婚姻」とは異性同氏婚のみだとい

う解釈に立てば、憲法自身が例外を認めているため、それを争う余地はな

い一方、「婚姻」に同性婚も別姓婚も含まれると解するならば、それを反映

していない民法や戸籍法に問題があるということになるのです。そして、

この場合には、そもそも憲法１４条を持ち出す余地はないということにな

ります。他方で、「婚姻」の中身について規定しているのは民法と戸籍法で

あるという現行法婚姻説に立てば、民法及び戸籍上定義されている「婚姻」

の在り方が不平等だということで、憲法１４条違反を理由に争うこととな

ります。  

 また、婚姻には様々な効果を伴いますが、いずれの効果が及ばないこと

が違憲といえるのかという論点や、違憲であるとして、その問題の解消方

法は、現行の婚姻制度とは別制度によるもので良いのかという問題も存在

します。この点、少なくとも同性カップルを家族として保護する制度がな

いのは問題だという認識は、裁判官の中でもコンセンサスを得てきている

でしょう。違憲状態の解消方法については、今の婚姻制度とは別制度で対

応するということも考えられるのでしょうが、それ自体が「普通」とは異

なる扱いをされているという「二級市民」感がぬぐえないのだという原告

の方の声を聴いて、非常に重く受け止めなければいけないと感じました。

なお、昨年の札幌及び福岡高裁は、いずれも別制度での対応については不

可という踏み込んだ判決になっています。  

国家賠償請求については、これまでは、国会が違憲状態に気づけたとは

言えないとして長らく棄却されてきました。しかし、自由権規約委員会か

ら同性婚の法制化の勧告を令和４年１１月に受けており、最初の違憲判決
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から既に３年が経過しています。同性婚を許容すべしとの国民意識の高ま

りは社会情勢の変化もここ数年顕著ですので、原告の方々の気持ちを汲ん

で、一刻も早く国会の怠慢が認められる判決が出てほしいと願うばかりで

す。 

 さて、講義は続いて別姓訴訟に移っていきます。まず「入籍」という言

葉を当たり前のように私たちは用いていますが、実際は、既存の戸籍に入

るわけではなく、一方当事者の姓と音と字が同じ別の戸籍を新たに作って

いますよね、という木村先生の指摘には、思わず目から鱗でした。確かに

…。それはさておき、木村先生のお話の中で特に印象に残ったのは、通称

使用の法制化と別姓婚は別の需要だという点でした。別姓婚の制度だけで

は、夫や子とは同じ氏にしたいが、仕事では通称を使いたいという希望が

かなえられないというのです。また、別姓の問題は女性差別としても特殊

であり、これまでも女性に有利な家族法の改正は行われているものの、い

わゆる家庭における女性というジェンダーステレオタイプ向けの改正に

偏っており、いわゆる「バリキャリ」のための制度改正は行われていない、

つまり女性の中のマイノリティへの差別という側面もあるのだというお

話には思わず、うんうんと頷いてしまいました。  

 別姓訴訟は、昨年第三次訴訟が提起されており、これまでと法的構成も

大きく変わってきています。すなわち、「氏＝個人」のアイデンティティで

あって、必ずしも家族の呼称を表すものではなく、純粋に個人の人格の一

内容に関わる権利であるとして憲法１３条に基づく主張を行っています。

これまで裁判所は、色々と理由をつけて夫婦別姓制度を認めてきませんで

したが制度整備に伴う負担はそれほど大きいとは思われず、早急に請求が

認められることを強く願うばかりです。  

 講義の最後に木村先生は、家族に関する憲法規範は、単に理論的・理念

的なだけでは動かないと言われました。つまり、結局は社会の中で、それ

が制度としてスムーズに受け入れられるかどうかという点が非常に大切

だということです。やはり社会の気運というのは司法の後押しとして非常

に重要ということに他ならず、今後の法改正に向けて、私たちも頑張って

いかなければと再認識させられました。  

 

 

 


